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図表 1 汎用コンビュータの実働状況 (1986年 3 月現在)
(金額:百万円)
'ﾟ 数 金 額 1 セット型別シェア 対前年度比 型別シェア 対前年度比 平 均
大 型 5 , 356 2.2 110.6 4, 291 , 528 56.2 114.8 801 
大型A 2, 862 1.2 112.6 3, 393, 675 44.4 116.7 1, 186 
大型B 2, 494 1.0 108.3 897, 853 11. 8 108.0 360 
中 型 16, 406 6. 7 109.6 1, 616, 553 21. 2 110.2 99 
中型A 5, 914 2.4 111.5 949, 903 12.5 111.2 161 
中型 B 10, 492 4.3 108.6 666, 650 8. 7 108.8 64 
型 54, 779 22.4 111.2 986, 794 12.9 111.0 18 
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(1) 広い範岡の問題を処理できるよう設計された計算機。日本規格協会編， ~ JI Sハンドブック情報処理1986~ ，
日本規格協会， 1986, JIS 01.03.05。





よEみ1 数 型別シェア 対前年度比 金 額 型別シェア
超小型 167, 607 68.7 145.0 741, 586 9. 7 
J口L 計 244, 148 100.0 132.2 7, 636, 461 100.0 
|大中型 21 , 762 8.9 109.8 5, 908, 081 77.4 
電子計算機型別分類基準(本体十潤辺装置，売価換算金額)
大型.A.... ・ H ・ .5 億円以上
大型 B.... ・ H ・ .2 億5， 000万円以上 5 億円未満
中型A……… 1 億円以上 2 億5， 000万未満
中型 B.... ・ H ・ .4 ， 000万円以上 1 億円未満
小型....・ H ・ .1 ， 000万円以上4， 000万円未満




114.1 31. 3 
113.5 271 



















(3) Robert McGee, Accounting for Software, Dow Jones-Irwin, 1985, p. 1. 
(4) パーソナル・コンピュータの歴史について，以下を参照した。
P. Freiberger, M. Swaine, Fire in the Valley , McGraw-Hill, 1984. 
大田一雄訳，『パソコン革命の英雄たちJ ，マグロウヒル， 1985。
(5) 本稿でのソフトウェアはコンピュータ・ソフトウェアと同義的に使用している。
(6) 日本情報処理開発協会編，前掲書， 409 , 422ページ。





7子之主 諸経費総額 1 企業当たりの経費 比 率59.3末 60.3末 59.3末 60.3末 59.3末 60.3末
企 業 数 5, 595 5, 537 
導 入 諸 桂ト り 9, 751 12, 856 1.7 2.3 0.5 0.5 
減 価 償 却 費 128, 072 148, 870 22.9 26.9 6.0 6.3 
レ ノ タ ノレ 料 601 , 415 665, 050 107.5 120.1 28. 1 27.9 
保 守 料 92, 213 103, 996 16.5 18.8 4.3 4.4 
回 線 {吏 用 料 73, 478 80, 449 13.1 14.5 3.4 3.4 
人 件 費 583, 420 623, 292 104.3 112.6 27.3 26.2 
外部要員人件費 159, 057 197, 684 28.4 35. 7 7.4 8.3 
ソフト委託及び購入費 69, 545 107, 367 12.4 19.4 3.3 4.5 
ソフトウェア使用料 41 , 670 41 , 626 7.4 7.5 1.9 1.7 
パンチ委託料 64, 514 68, 049 11. 5 12.3 3.0 2.9 
計 算 委 託 料 64, 434 75, 560 11. 5 13.6 3.0 3.2 
そ の 他 249, 418 256, 545 44.6 46.3 11. 7 10.8 











日本工業規格( J 1 S) 情報処理用語 JIS C 6230 (1981) 01. 03. 01 。
日本規格協会編， W J 1 S ハンドブック情報処理 1986~ ，日本規格協会， 1986。















































































C. ユーティリティ・プログラム utility program 
サービス・プログラムとも言われ，コンピュータを使用する際l乙良く使うプログラムや，あ
るとコンピュータの運用上便利で有用 (utility) なプログラム群を言う。







































































として， a. 給料，賃金および関連した人件費， b. 消費された材料および用益費， c. 設備
および施設の減価償却費， d. 間接費の合理的な配賦額， e. その他の費用(特許権の償却額
等)を例示した。
そこで，コンピュータのソフトウェアを研究開発費の会計処理のなかで規定しているものと
して，アメリカ財務会計基準審議会 (FAS B) の基準書を検討することにする。まず， FA 
SB において研究開発費の会計処理として， 1974年10月に財務会計基準書第 2 号「研究開発費
の会計」を公表した。そこでの規定を次に示す。







(12) International Accounting Standard Committe , Internationαl Account ing Stαndard 9, Acocounting 
for Research and Development Activties , 1978. 
日本公認会計士協会，国際委員会訳，「国際会計基準第 9 号研究および、開発活動の会計J ， 1978年 7 月。
(13) Financial Accounting Standards Board, Statement of Financial Accounting Standαrds No. 2 , 
Accounting for Reseαrch and Development Costs , Oct.1974, par.12. 
日本公認会計士協会国際委員会訳， D'"FASB財務会計基準書外貨換算会計他~，同文館出版， 1984, 15-35ページ。








































FASB解釈書第 6 号「コンピュータ・ソフトウェアへの財務会計基準書第 2 号の適用」
(1 975年 2 月公表) 11円
2. 
(15) Ibid. , par. 37. 
(16) Ibid. , par. 39-59. 
(1わ FASB， FASB Interpretation No. 6 , Applicability o{ FASB Statement No. 2 to Computer So{ｭ














のは研究開発費として会計処理される乙とになる。そしてその後， 1984年 8 月に FASBは次の
公開草案を公表している。
3. 公開草案「販売，リースまたはその他の方法で取引されるコンビュータ・ソフトウェア費








引されるコンピュータ・ソフトウェアについての計画 (planning) ，設計 (designing) ，技術的
実現可能性 (technological feasibility) を確立するためのすべての費用は研究開発費である。





(18) FASB, No.2 , op. cit., par. 7. 
(19) FASB, Proposed Stαtement of Finαncial Accounting Standards , Accounting for the Costs of 
Computer Software to be Sold, Leαsed， or Otherwise Marketed , Aug, 1984, par. 4. 





a. 技術的実現可能性 (technological f easibility ) 
b. 市場可能性 (market feasibility) 
C. 財務的可能性 (financial feasibility) 
d. 経営意志表明 (management comn?ment) 
そして，コンピュータ・ソフトウェア費用の資産化は製品が販売， リースまたはその他の方
























(25) FASB, Stαtement of Finαnciα1 Accounting Stαndards No.86 , Accounting fo γ the Costs of Comp-
叫ter Software to be Sold, Leαsed， or Oterwise Marketed , Aug. 1985, par. 1. 
(26) Ibid. , par. 3. 
Ibid. , par. 6. 
Ibid. , par. 7 . 
Ibid. , par. 8. 


































包わ Ibid. , par. 4 . 
(28) Ibid. , par. 4. 
官町 Ibid. , par. 5 . 

































。1) Ib id. , par. 7. 
(32) Ibid. , par. 8. 
(3) Ibid. , par.9. 















































(35) Ib id. , par. 11. 
(36) Ibid. , par.12. 






















コーディング I coding 
検 査 I testing 
製品マスター
製品の仕様要求を満たすために，十分詳細に全て
の製品機能を論理的に表現したもの。
製品機能，特徴，及び技術的要求を詳細で，論理
的な形式にすることであり，コーディングをする
ことができるもの。
詳細プログラム設計で記述された要求を実行する
ために，コンピュータ言語で詳細な命令を生成す
る乙と。
コード化されたコンピュータ・ソフトウェア製品
が製品設計に記述された機能，特徴，及び技術的
効率の諸要求に合致しているかどうかを決定する
ために必要なステップを行うこと。
これらから次の乙とが導かれる。ソフトウェアに係わる活動が研究開発的なものか，あるい
はそのソフトウェアが資産性を具備しているかが，基本的な判定基準となる。したがって，現
実のソフトウェアに関する会計行為は多種にわたるため，乙の基準と機能形態によれまた入
手形態，利用形態によっても計上に関する会計処理の方法も区分されることになる。
つまり，想定できる勘定として
一 75 -
西日清治
( a) 棚卸資産
( b) 前払費用
( c) 繰延資産
(d) 有形固定資産
( e) 無形固定資産
( f) 研究開発費
( g) その他の費用
乙れらの取扱については，税法基準しか明確になっていないわが国において，早い時期に会
計基準の検討が望まれる。
V. むすび
以上，コンピュータ・ソフトウェアの特質を多面的に検討し，その会計処理としてアメリカ
の財務会計基準審議会の基準書に従って検討した。そ乙では，研究開発活動との関連において，
主に述べられていた。特に開発活動においてソフトウェアの技術的実現可能性が確立されるま
での活動は研究開発活動に該当し，研究開発費となり，その後の活動は製品の製作活動とし，
その費用は資産化される乙とになったわけである。
と乙ろがわが国におけるソフトウェアの会計処理は，法人税法基本通達によって，提供を受
けたソフトウェア，及び委託開発によるソフトウェアの費用は繰延資産として処理することが
要求されているのみであり，乙れだけでは会計処理としては不十分であり，ソフトウェアの使
用者，購入者，販売者，開発者としての会計処理の問題について，権威ある団体の基準の制定
が必要である。
ソフトウェアが使用されるようになって，わずか30年の歴史である。ソフトウェアの実態を
観がみて，その会計処理を検討する乙とになる。ソフトウェアの経済的側面と法律的側面と技
術的進歩なども考慮し，ソフトウェアの資産性と費用性についても分析をしなければならない。
乙のような新しい会計領域は資産の本質あるいは費用の本質に係わる問題でもあるわけである。
さらに，会計処理としてソフトウェア費やその構成要素についての認識・測定等の具体的問題，
開発費の原価，財務諸表の有用性等についても理論的分析や実態調査による実証分析も必要で
ある。
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